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１　予算総括

（１）予算編成方針

（２）各会計別予算額
（単位：千円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 増 減 率

19,550,000 18,800,000 750,000 4.0

5,714,000 5,863,000 △ 149,000 △ 2.5

707,000 683,000 24,000 3.5

5,354,000 5,153,000 201,000 3.9

11,775,000 11,699,000 76,000 0.6

31,325,000 30,499,000 826,000 2.7

　令和４年度の予算は、富津市中期財政計画【経営改革５か年計画】に基づき、将来にわたる持続可

能な行政経営を念頭に、未だ収束の兆しが見えない新型コロナウイルス感染症対策に取り組むととも

に、「住みたいまち」、「選ばれるまち」富津市づくりに向けた事業を推進する編成方針とした。

合 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

      小          計

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

国民健康保険事業特別会計
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（３）継続費 [一般会計]

（単位：千円）

項 総 額 年 度 年 割 額款 事 業 名

106,001令和５年度

85,449令和４年度

10　教育費 5　保健体育費
学校給食共同調理場整備事業
（埋蔵文化財発掘調査業務委
託・敷地造成工事）

191,450



（４）地方債 [一般会計]

（単位：千円）

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

126,500

5,900

419,300

5,600

356,600

25,200

331,400

15,000

12,200

61,700

136,900

3,700

415,000

1,915,000合　　　　　　計

学校教育施設整備事業

一般廃棄物処理事業

上水道事業

漁港整備事業

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者との協定
による。ただし、
市財政の都合によ
り据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若し
くは低利に借換え
することができ
る。

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

５．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金について
、利率の見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の利率）

　保育所施設整備事業

公園整備事業

市営住宅整備事業

起 債 の 目 的

臨時財政対策

庁舎整備事業

広域火葬場整備事業

消防施設整備事業

公民館整備事業

道路橋梁新設改良事業
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２　一般会計予算前年度比較表
　（１）歳入　款項別 （単位：千円、％）

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

1 市税 8,590,976 43.9 8,511,313 45.3 79,663 0.9

1 市民税 2,345,545 12.0 2,238,661 11.9 106,884 4.8

2 固定資産税 5,742,189 29.4 5,766,643 30.7 △ 24,454 △ 0.4

3 軽自動車税 168,887 0.8 162,226 0.9 6,661 4.1

4 市たばこ税 333,136 1.7 343,059 1.8 △ 9,923 △ 2.9

5 入湯税 1,219 0.0 724 0.0 495 68.4

2 地方譲与税 266,000 1.4 215,020 1.2 50,980 23.7

1 地方揮発油譲与税 39,000 0.2 37,000 0.2 2,000 5.4

2 自動車重量譲与税 127,000 0.7 115,000 0.6 12,000 10.4

3 森林環境譲与税 13,000 0.1 10,020 0.1 2,980 29.7

4 特別とん譲与税 87,000 0.4 53,000 0.3 34,000 64.2

3 利子割交付金 1 利子割交付金 2,800 0.0 3,200 0.0 △ 400 △ 12.5

4 配当割交付金 1 配当割交付金 27,000 0.1 25,000 0.1 2,000 8.0

5 株式等譲渡所得割交付金 1 株式等譲渡所得割交付金 33,000 0.2 18,000 0.1 15,000 83.3

6 法人事業税交付金 1 法人事業税交付金 77,000 0.4 65,000 0.3 12,000 18.5

7 地方消費税交付金 1 地方消費税交付金 1,043,000 5.3 1,019,000 5.4 24,000 2.4

8 ゴルフ場利用税交付金 1 ゴルフ場利用税交付金 69,000 0.4 61,000 0.3 8,000 13.1

9 自動車取得税交付金 1 自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 環境性能割交付金 1 環境性能割交付金 31,000 0.2 24,000 0.1 7,000 29.2

11 地方特例交付金 30,461 0.2 80,000 0.4 △ 49,539 △ 61.9

1 地方特例交付金 30,000 0.2 38,000 0.2 △ 8,000 △ 21.1

2
新型コロナウイルス感染症対策
地方税減収補填特別交付金

461 0.0 42,000 0.2 △ 41,539 △ 98.9

12 地方交付税 1,484,000 7.6 830,000 4.5 654,000 78.8

1 地方交付税（普通交付税） 1,304,000 6.7 650,000 3.5 654,000 100.6

1 地方交付税（特別交付税） 180,000 0.9 180,000 1.0 0 0.0

13 交通安全対策特別交付金 1 交通安全対策特別交付金 4,500 0.0 4,500 0.0 0 0.0

比　　　　　較令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度
款 項



当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

比　　　　　較令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度
款 項

14 分担金及び負担金 157,066 0.8 137,578 0.7 19,488 14.2

1 分担金 22,827 0.1 21,130 0.1 1,697 8.0

2 負担金 134,239 0.7 116,448 0.6 17,791 15.3

15 使用料及び手数料 261,612 1.3 271,996 1.4 △ 10,384 △ 3.8

1 使用料 52,251 0.2 56,596 0.3 △ 4,345 △ 7.7

2 手数料 209,361 1.1 215,400 1.1 △ 6,039 △ 2.8

16 国庫支出金 2,628,033 13.4 2,378,510 12.7 249,523 10.5

1 国庫負担金 2,044,717 10.5 1,876,642 10.0 168,075 9.0

2 国庫補助金 573,027 2.9 492,001 2.6 81,026 16.5

3 委託金 10,289 0.0 9,867 0.1 422 4.3

17 県支出金 1,363,624 7.0 1,713,013 9.1 △ 349,389 △ 20.4

1 県負担金 835,446 4.3 838,806 4.5 △ 3,360 △ 0.4

2 県補助金 410,631 2.1 769,322 4.1 △ 358,691 △ 46.6

3 委託金 117,547 0.6 104,885 0.5 12,662 12.1

18 財産収入 37,575 0.2 31,519 0.2 6,056 19.2

1 財産運用収入 20,211 0.1 14,217 0.1 5,994 42.2

2 財産売払収入 17,364 0.1 17,302 0.1 62 0.4

19 寄附金 1 寄附金 501,012 2.6 501,011 2.7 1 0.0

20 繰入金 1 基金繰入金 534,227 2.7 437,314 2.3 96,913 22.2

21 繰越金 1 繰越金 100,000 0.5 100,000 0.5 0 0.0

22 諸収入 393,113 2.0 385,225 2.1 7,888 2.0

1 延滞金加算金及び過料 20,001 0.1 20,001 0.1 0 0.0

2 預金利子 1 0.0 1 0.0 0 0.0

3 貸付金元利収入 71,616 0.4 72,536 0.4 △ 920 △ 1.3

4 受託事業収入 38,394 0.2 36,887 0.2 1,507 4.1

5 雑入 263,101 1.3 255,800 1.4 7,301 2.9

23 市債 1 市債 1,915,000 9.8 1,987,800 10.6 △ 72,800 △ 3.7

19,550,000 100.0 18,800,000 100.0 750,000 4.0

うち特定財源　　　 6,473,690 33.1 6,511,162 34.6 △ 37,472 △ 0.6

うち一般財源　　　 13,076,310 66.9 12,288,838 65.4 787,472 6.4

合 計
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　（２）歳出　款項別 （単位：千円、％）

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

1 議会費 1 議会費 202,257 1.0 206,656 1.1 △ 4,399 △ 2.1

2 総務費 2,752,588 14.1 2,762,004 14.7 △ 9,416 △ 0.3

1 総務管理費 2,124,278 10.9 2,154,435 11.5 △ 30,157 △ 1.4

2 徴税費 346,810 1.8 311,830 1.7 34,980 11.2

3 戸籍住民基本台帳費 179,448 0.9 196,637 1.0 △ 17,189 △ 8.7

4 選挙費 73,525 0.4 65,216 0.3 8,309 12.7

5 統計調査費 11,100 0.0 16,479 0.1 △ 5,379 △ 32.6

6 監査委員費 17,427 0.1 17,407 0.1 20 0.1

3 民生費 6,791,227 34.7 6,721,318 35.8 69,909 1.0

1 社会福祉費 4,048,248 20.7 3,995,014 21.3 53,234 1.3

2 児童福祉費 1,999,483 10.2 1,967,705 10.5 31,778 1.6

3 生活保護費 742,888 3.8 723,600 3.8 19,288 2.7

4 災害救助費 608 0.0 34,999 0.2 △ 34,391 △ 98.3

4 衛生費 3,016,905 15.4 2,359,325 12.5 657,580 27.9

1 保健衛生費 1,519,300 7.8 798,466 4.2 720,834 90.3

2 清掃費 1,139,399 5.8 1,189,750 6.3 △ 50,351 △ 4.2

3 上水道費 358,206 1.8 371,109 2.0 △ 12,903 △ 3.5

5 労働費 1 労働諸費 573 0.0 503 0.0 70 13.9

6 農林水産業費 578,095 3.0 921,899 4.9 △ 343,804 △ 37.3

1 農業費 385,377 2.0 401,734 2.1 △ 16,357 △ 4.1

2 林業費 46,005 0.2 39,044 0.2 6,961 17.8

3 水産業費 146,713 0.8 481,121 2.6 △ 334,408 △ 69.5

比　　　　　較令 和 ３ 年 度
款 項

令 和 ４ 年 度



当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

比　　　　　較令 和 ３ 年 度
款 項

令 和 ４ 年 度

7 商工費 1 商工費 201,623 1.0 223,835 1.2 △ 22,212 △ 9.9

8 土木費 1,439,032 7.4 1,469,416 7.8 △ 30,384 △ 2.1

1 土木管理費 118,517 0.6 105,896 0.6 12,621 11.9

2 道路橋梁費 863,837 4.4 919,082 4.9 △ 55,245 △ 6.0

3 河川費 2,745 0.0 2,717 0.0 28 1.0

4 港湾費 9,487 0.1 3,842 0.0 5,645 146.9

5 都市計画費 406,932 2.1 399,401 2.1 7,531 1.9

6 住宅費 37,514 0.2 38,478 0.2 △ 964 △ 2.5

9 消防費 1 消防費 936,176 4.8 922,253 4.9 13,923 1.5

10 教育費 1,908,974 9.8 1,561,442 8.3 347,532 22.3

1 教育総務費 408,216 2.1 444,186 2.4 △ 35,970 △ 8.1

2 小学校費 245,449 1.2 300,130 1.6 △ 54,681 △ 18.2

3 中学校費 156,007 0.8 133,651 0.7 22,356 16.7

4 社会教育費 559,790 2.9 285,045 1.5 274,745 96.4

5 保健体育費 539,512 2.8 398,430 2.1 141,082 35.4

11 災害復旧費 2,302 0.0 2,200 0.0 102 4.6

1 農林水産業施設災害復旧費 300 0.0 0 0.0 300 0.0

2 公共土木施設災害復旧費 2,000 0.0 2,200 0.0 △ 200 △ 9.1

3 文教施設災害復旧費 1 0.0 0 0.0 1 0.0

4 その他公共施設等災害復旧費 1 0.0 0 0.0 1 0.0

12 公債費 1 公債費 1,670,248 8.5 1,599,149 8.5 71,099 4.4

13 予備費 1 予備費 50,000 0.3 50,000 0.3 0 0.0

19,550,000 100.0 18,800,000 100.0 750,000 4.0合 計
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　（３）歳出　性質別 （単位：千円、％）

当 初 予 算 額 構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

1 人件費 4,164,282 21.3 4,128,041 22.0 36,241 0.9

2 物件費 3,708,098 19.0 3,312,683 17.6 395,415 11.9

3 維持補修費 189,929 1.0 197,040 1.0 △ 7,111 △ 3.6

4 扶助費 3,779,301 19.3 3,605,430 19.2 173,871 4.8

5 補助費等 1,393,675 7.1 1,453,299 7.7 △ 59,624 △ 4.1

6 普通建設事業費 1,915,759 9.8 1,738,995 9.3 176,764 10.2

7 災害復旧事業費 2,302 0.0 2,200 0.0 102 4.6

8 公債費 1,670,248 8.5 1,599,149 8.5 71,099 4.4

9 積立金 159,423 0.8 156,373 0.8 3,050 2.0

10 投資及び出資金 444,240 2.3 473,492 2.5 △ 29,252 △ 6.2

11 貸付金 70,720 0.4 70,720 0.4 0 0.0

12 繰出金 2,002,023 10.2 2,012,578 10.7 △ 10,555 △ 0.5

13 予備費 50,000 0.3 50,000 0.3 0 0.0

19,550,000 100.0 18,800,000 100.0 750,000 4.0合 計

比　　　　　較令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度
区 分



３　一般会計の新規・拡充事業の概要

　※ 区分欄の「新」は新規事業、「拡」は拡充事業
（単位：千円）

1 農林水産業費
森林環境整備事業
（森林環境整備事業委託料）

新 7,500
森林の整備・保全を適切に行うため、森林所有者に対して森林整備、経営管
理に関する意向調査を実施

2 土木費
都市計画総務関係費
（大規模盛土造成地二次スクリーニング計画作
成業務委託料）

新 9,053
第一次スクリーニングにより抽出された大規模盛土造成地について、第二次
スクリーニングを計画的に行うための計画を策定
（対象：２７箇所）

3 消防費
防災関係費
（予防伐採負担金）

拡 10,809
倒木による道路の通行支障の回避及び重要施設への安定した電力供給を確保
するため、市が東京電力に負担金を支出し、広範囲に木の根元付近から伐採
する「予防伐採」を実施

4 民生費
子育て応援きずな事業
（備品（チャイルドシート購入費））

新 502
６歳未満の乳幼児を監護する者に対し、最長１年間、チャイルドシートを無
料で貸し出し
［新規］耐用年数が経過したチャイルドシートを更新

5 民生費
ひとり親家庭支援事業
（ひとり親家庭自立支援給付費）

拡 3,000
就業に結び付きやすい資格を取得するため、養成機関に入学したひとり親家
庭の父母に対し、給付金を支給
［拡充］期間緩和（要件：１年以上⇒６月以上）

6 民生費 青堀保育園園舎等取得事業 新 33,453
青堀保育園の次期運営法人に園舎等を貸与するにあたり、市が取得するため
の経費
【債務負担行為】

説 明

１

安
全
、
安
心
な
ま
ち

２

子
育
て
し
や
す
い
ま
ち
日
本
一

政策分野 事業番号 目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分 予 算 額
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（単位：千円）

説 明政策分野 事業番号 目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分 予 算 額

３
健
幸

都
市

7 衛生費 子宮がん検診事業 拡 9,571
がんの早期発見と正しい健康意識の普及啓発を図るため、検診の受診を促進
［拡充］レディース検診（子宮がん検診及び乳がん検診の同日検診）の推進

8 総務費 郵便局包括事務委託事業 新 2,265
峰上出張所、関豊連絡所、金谷連絡所の廃止に伴い、関尻郵便局及び金谷郵
便局で、戸籍、住民票、税証明の発行など、行政サービスの一部を取り扱う
業務を委託

9 総務費
公共交通計画推進事業
（タクシー利用料金助成費、市移動手段確保等
支援事業補助金）

拡 22,591

・タクシー利用料金助成費
　運転免許証非保有の高齢者、障がい者や妊産婦等のタクシー利用料金を助
成（助成金額1,000円/回[２枚]）
・市移動手段確保等支援事業補助金
　地域で必要な移動手段の検討や導入を行う団体に対する補助
［拡充］峰上地区における地域住民による交通空白地有償運送の開始を支援

10 総務費
公共交通計画推進事業
（市地域公共交通会議負担金）

新 5,500
市地域公共交通網形成計画を改定し、市地域公共交通計画を策定（令和５年
４月施行）するための負担金

11 衛生費 広域火葬場整備運営事業 拡 500,777

広域火葬場整備事業負担金
・木更津市道２３４－２号線道路改良事業
・地元対策費（木更津市）
・広域火葬場施設整備費
・広域火葬場維持管理運営費
【債務負担行為】

12 衛生費 地球温暖化対策事業 拡 4,810
地球温暖化対策のための住宅用省エネルギー設備等の導入に係る補助
［拡充］電気自動車、一般住宅用充給電設備の補助を新設

13 衛生費
環境センター管理運営事業
（一般廃棄物処理基本計画及び施設整備基本構
想策定業務委託料）

新 12,980
一般廃棄物処理基本計画の改定、環境センターの更新や運営管理の方式につ
いての基本構想を策定

14 土木費
都市計画総務関係費
（汚水適正処理構想見直し委託料）

新 3,575 効率的な汚水処理施設整備を推進するため、計画を見直し
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（単位：千円）

説 明政策分野 事業番号 目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分 予 算 額

15 教育費
読書活動推進事業
（会計年度任用職員人件費）

新 2,113
市内小中学校に読書支援員を配置することで、読書環境を整備し、読書活動
を推進

16 教育費
学校評議員運営事業
（学校評議員報償費）

拡 350
学校評議員制度を活用した、学校運営協議会（コミュニティスクール）を、
青堀小学校・大貫小学校・天羽小学校の３校をモデル校として開始［拡充］

17 教育費 小学校ＩＣＴ教育推進事業 拡 28,431

ＧＩＧＡスクール構想により整備した小学校情報端末の借上料及び端末を効
果的に活用するためのＩＣＴ支援員に係る委託料
［拡充］オンライン授業等の実施に向けた貸出用モバイルルータの通信料及
び教科書等の映示を可能とするための補償金を計上
【コロナ臨時交付金活用事業】

18 教育費 小学校要保護及び準要保護児童就学援助事業 拡 22,626

経済的な理由によって就学が困難と認められる児童の保護者に対し、就学に
必要な援助を実施
［拡充］準要保護認定基準を生活保護認定基準の１.２倍未満から１.５倍未
満へ引き上げ

19 教育費
中学校施設整備事業
（学校施設改修工事設計業務委託料）

新 14,168 屋内運動場屋根等改修工事設計業務委託料（大佐和中学校）

20 教育費 中学校ＩＣＴ教育推進事業 拡 19,225

ＧＩＧＡスクール構想により整備した中学校情報端末の借上料及び端末を効
果的に活用するためのＩＣＴ支援員に係る委託料
［拡充］情報活用能力を高めるためのプログラミング教材を導入

［拡充］オンライン授業等の実施に向けた貸出用モバイルルータの通信料及
び教科書等の映示を可能とするための補償金を計上
【コロナ臨時交付金活用事業】

21 教育費 中学校要保護及び準要保護生徒就学援助事業 拡 16,243

経済的な理由によって就学が困難と認められる生徒の保護者に対し、就学に
必要な援助を実施
［拡充］準要保護認定基準を生活保護認定基準の１.２倍未満から１.５倍未
満へ引き上げ
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（単位：千円）

説 明政策分野 事業番号 目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分 予 算 額

22 教育費
学校給食管理運営費
（印刷製本費、手数料、電算業務委託料、事務
機器借上料、給食費管理システム使用料）

新 2,151
学校給食費の収納業務を令和４年９月分から市で行うにあたり、一括管理す
るため、給食費管理システムを導入

23 教育費 学校給食共同調理場整備事業 拡 142,242

現在３箇所ある調理場を統合し、新たな共同調理場を建設
・設計業務委託料
・埋蔵文化財発掘調査業務委託料
・敷地造成工事
・水道工事負担金
【継続費】

24 農林水産業費
農業振興総務関係費
（収入保険加入促進事業補助金）

新 270 農業者向け収入保険の加入促進のため、保険料を補助

25 農林水産業費 農作物被害対策事業 拡 126,953

有害鳥獣による農作物への被害防止対策
・鳥獣被害対策実施隊員報酬
・有害鳥獣捕獲事業委託料
［拡充］有害鳥獣対策アドバイザー業務委託料
・鳥獣被害防止総合対策交付金
［拡充］侵入防止柵の増
・狩猟免許取得促進事業補助金

26 総務費
ステイふっつ移住促進事業
（ステイふっつ移住促進事業補助金）

新 1,200
移住希望者に本市の魅力を知ってもらうため、市内を案内するとともに、市
内での暮らしを体験するため宿泊費を補助

27 総務費
空家バンク事業
（空家バンクリフォーム補助金・空家バンク登
録支援補助金）

拡 4,500
空家の有効活用による移住・定住の促進
［拡充］空家バンクの登録を促進するため、登録物件の売却に要する家財等
整理、登記手続、仲介手数料、引越作業に係る補助を開始

28 総務費
ＰＲイベント事業
（広告料）

新 554

富津市を紹介するデジタルサイネージ広告を放映
・室町ちばぎん三井ビルディング（日本橋）
・東京駅（京葉通路）
・横浜駅（南改札内、中央通路）

29 教育費 図書館整備事業 新 283,580
イオンモール富津内に市立図書館を整備（令和５年４月開館予定）
令和５年１月より電子図書館を開設
【コロナ臨時交付金活用事業】
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（単位：千円）

説 明政策分野 事業番号 目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分 予 算 額
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30 総務費
総務管理運営関係費
（行政手続オンライン化（電算業務委託料、事
務機器借上料））

新 5,200
マイナポータルからマイナンバーカードを用いて子育てや介護関係等のオン
ライン手続きを可能にするため、機器及び申請管理システムを構築

上
記
以
外

の
事
業

31 総務費

総務管理運営関係費
（備品、ペーパーレス会議用ソフト導入委託
料、ペーパーレス会議用ソフト使用料、通信運
搬費）

新 9,289
市議会や各種会議において、タブレット端末の活用によるペーパーレス会議
を導入（令和４年１２月導入予定）
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